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独立行政法人統計センター見直し当初案(要旨)

独立行政法人統計センターについて、平成20年度から新しい中期目標期間を迎える
に当たり、独立行政法人等改革を踏まえつつ、業務・組織の見直し当初案を策定。

※今後の予定：8/22 総務省独立行政法人評価委員会統計センター分科会 付議
8/28 総務省独立行政法人評価委員会 付議
8/31 行政改革推進本部事務局等へ提出

業務の見直し

新しい統計制度下、司令塔をサポートし、公的統計の基盤的サービスを提供
○ 経済センサス等の新規統計の作成への対応
○ 新統計法が要請する新たな業務への対応（統計データの二次的利用に係る国民サービスの提供など）
○ 政府統計の共通基盤システムの提供、運用管理（電子政府推進の一環）

民間開放、業務プロセスの見直し等による組織のスリム化、職員の
重点配置により、統計制度改革に対応した業務運営

組織の見直し

○常勤職員を５年で６％以上純減

○非特定独立行政法人への移行について検討


